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津久見市部落差別解消に係る「教育」及び「啓発」の推進にあたって 

                             津久見市教育委員会 

はじめに 

  津久見市においては、大分県の施策や、平成１９年に策定されました「津久見市人権教育啓発基本計画」に

基づき、市民一人ひとりが互いに人権を尊重し合い、ともに生きる喜びを実感できる地域社会の実現を目指し、

市民と行政が一体となって、人権問題の解決に向けて積極的に取り組んでいるところです。    

津久見市教育委員会といたしましても、あらゆる教育活動に人権教育を位置づけ、家庭や地域、関係機関等

と連携を図りながら、子どもの目線に立った人権教育を推進しています。また、人権問題を自らの問題として

捉え、主体的に解決方策を考え、共により良く生きるために実践できる子どもの育成を目指しています。 

  しかし、私達の社会にはいまだに誤った知識や偏見に基づいた差別をはじめ、様々な人権問題が存在してい

ます。学校においては、情報機器による「いじめ」や、暴力に関わる問題等が依然として発生している状況に

あります。人権問題の関心を高め、人権意識の高揚を図ることは、学校教育だけでなく、社会全体の重要な課

題です。 

 

 

第１章 部落差別の実態 

１． これまでの情勢 

    １９６５年（昭和４０年）に出された「同和対策審議会答申」には、同和問題は憲法で保障された基本 

   的人権に関する重大な社会問題であることや、同和問題の早急な解決こそ国の責務であり、同時に国民的    

   課題であるとの認識が明示されました。その条文には、「いわゆる同和問題とは、日本社会の歴史的発展の

過程において形成された身分階層構造に基づく差別により、日本国民の一部の集団が経済的・社会的・文

化的に低位の状態におかれ、現代社会においても、なおいちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近

代社会の原理として何人にも保障されている市民的権利と自由を完全に保障されていないという、もっと

も深刻にして重大な社会問題である」との認識が明記され、同和問題の根本的解決を実現することが急務

であることが記されております。 

    １９６９年（昭和４４年）には、同和地区住民に対する不当な差別と偏見を排除し、社会的・経済的地

位の向上をはばむ諸要因を解消することを目的とする、「同和対策事業特別措置法」が施行され、生活環境

の改善、社会福祉の増進、産業の振興、職業の安定、教育の充実、人権擁護活動の強化を図るなどの措置

が規定されました。以後、法律の延長や名前の変更を行いながら、３３年間にわたり同和対策事業が実施

されてきました。 

    しかしながら、２０００年（平成１２年）の「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の制定を受

け、２００２年（平成１４年）には、「特別措置法」が期限切れを迎え、総合的な人権教育が進められるよ

うになってきました。その結果、「部落問題学習」への取り組みが弱まるとともに、今もなお、結婚差別や

就職差別、インターネット上での差別を助長する書き込み事案等、差別や偏見に基づく行為が、横行して

いるのが現状です。 
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   そのような中、２０１６年（平成２８年）に、「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行されまし

た。第１条に、「この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に

関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法の理

念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題である

ことに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにする 

とともに、相談体制の充実等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のな

い社会を実現することを目的とする。」とうたわれ、現在もなお「部落差別が存在する」との認識が、法律

で新たに明示されました。 

さらに、第５条には、「教育及び啓発」の重要性が明記され、同和地区の有無に関わらず、部落差別を解

消するための教育及び啓発をしっかりと進めていく必要があるとともに、部落問題をしっかりと教え、部

落問題に対する知識と理解を深め、差別を見抜き、差別と闘う人権感覚を養うことが求められています。 

 

 ２．取組と課題 

    津久見市では、人権教育の推進と啓発において、下記の組織を立ち上げ、さまざまな取組を進めてきま

した。また、学校教育においては、津久見市人権・部落差別解消推進教育研究会を中心とした各種取組を

継続して行ってきております。 

（１） 津久見市人権教育・啓発推進本部     ２００６年（平成１８年） 

〇市の人権啓発を推進する計画を立案・施策（年６回） 

◆津久見市人権教育・啓発基本計画  ２００７年（平成１９年）策定 

◆津久見市人権教育・啓発実施計画 （各課が計画・実施） 

 

（２） 津久見市人権教育・啓発推進懇話会  ２００６年（平成１８年） 

     〇広く市民の意見を聴くために設置 

      ◆津久見市人権教育・啓発基本計画の審議・検討 

      ◆懇話会の委員・・・区長会、女性団体連合会、市議会、商工会議所、人権擁護委員協議会 

                民生児童委員協議会、市連合ＰＴＡ、盛人クラブ、 

津久見市人権・同和研究会、身体障害者福祉協議会 

 

（３） 津久見市人権啓発推進協議会     ２０１４年（平成２６年）～ 

〇市の人権啓発推進を図る。（年１～２回開催） 

 ◆市人権標語の取組 

 ◆市人権フォーラムと市人権研修に参加要請 

 

（４） 津久見市人権・部落差別解消推進教育研究会    １９８０年（昭和５５年）～ 

〇研究のテーマ： 子どもの目の高さに立ち、一人ひとりを大切にする教育を進めよう。 

〇研究会の構え   ①部落差別の現実から深く学ぶ 

②教職員・指導者の自己改革を大切にする 

③差別と自己のかかわりを大切にすること 

④被差別の立場の子どもを中心とするなかまづくり 

⑤教育条件整備 
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〇年間の活動内容 

 ◆総  会  ⇒ 上記の研究テーマのもと、部落差別解消推進法の学習とともに、すべての教科 

          において人権・部落差別解消推進教育の視点での学校教育を構築していくこ 

とを確認。 

 ◆研究大会  ⇒ 市内４校からの報告を受け、さまざまな観点から協議をすすめ、日常にある 

          差別事象あるいは悩みを抱える児童生徒の現状改善につなげる。 

 ◆夏期講演会 ⇒ 年１回の講師を招いての講演会。感染防止対策を講じながら開催できるよう 

に計画していく。 

 ◆中学校区交流会   ⇒ 年２回の開催。１回目は、中学校へ進んだ１年生の様子を授業参観。 

              もう１回は、中学校へ入学する６年生の様子を授業参観。のち協議。 

 ◆幼保小部会との連携 ⇒ 小学校１年生と新入学児童を中心とした、幼稚園・保育園・小学校 

              の各担当者が参加する部会との連携。 

 ◆人権のまちづくり交流会 ⇒ 市内各事業所ならびに各関係機関等の代表者からなる、まちづ  

                くり交流会。テーマごとのグループ協議と交流。 

 ◆関係機関との連携 

  ①県 人 協        ⇒ リーダー研修会・研究課題学習等、各種研修会への参加 

  ②市民生活課・人権教育部落差別解消推進室 

  ⇒ 人権研修会、人権フォーラム、自主講座等への連携強化 

  ③近隣市との連携（３市）  ⇒ 臼杵市・津久見市・佐伯市、３市の情報交換、進路保障 

  ④津久見市教委との連携   ⇒ 市人権・部落差別解消推進教育研究会への支援ならびに取 

組の共有と情報交換 

  ⑤義務教育各校との連携   ⇒ 各校研究委員との連携と各校の取組等の情報交換 

 ◆自主講座の開催       ⇒ 経験年数の浅い教職員への研修などを計画。 

 ◆研究校への助成       ⇒ 津久見市教育研究協議会研究発表会への研究助成。 

 ◆各種研究大会への参加    ⇒ 九同協・全同協・ヒューライツフォーラム等、各種研修会。 

 ◆広報活動          ⇒ 津久見市人権・部落差別解消推進教育研究会ニュース 

                  「ＣＯＮＮＥＣＴＩＯＮ」の発行。 

                        実践報告集・人権作文集の発行 
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第２章 教育の推進 

 １．児童生徒ならび市民・教職員の実態 

   〇小学生の実態 

     部落差別を直接学習するのは第６学年の社会科の歴史です。具体的に授業で扱う内容には下記の事項 

    があります。 

 検地・刀狩  身分（武士・百姓・職人・商人・僧・神官・宗教者・芸能者・絵師・学者・医師等） 

５人組制度  百姓や町人とは別に厳しく差別されてきた人々） 

 百姓一揆、打ちこわし、渋染一揆、 解放令、 新しい身分（皇族・華族・士族・平民） 

 全国水平社、水平社宣言、山田少年（1922年 3月） 

     社会科の歴史の学習の中で、断片的な知識として習得するものの、身分制度や部落問題が今なお残る

継続した社会問題としての理解と認識は低い状況です。 

     また、近年はインターネットや LINE、SNSが急速に普及する中で、子ども同士の人間関係も希薄化し、

学校生活においても、些細なことから大きなトラブルに発展したり、友だちを傷つける言葉を何気なく

使ったりと、お互いの立場や気持ちを尊重することができないことが増えています。部落問題学習や情

報モラル教育を早い段階から、計画的・継続的に学習していく必要があると感じています。 

 

   〇中学生の実態 

     中学校の歴史の教科書で扱う内容には下記の事項があります。 

 兵農分離  身分（百姓、町人とは別に えた身分、ひにん身分） 

えた身分  ⇒ 死んだ牛馬の解体や皮革業、雪駄づくり、雑業など 

       ひにん身分 ⇒ 下働き、芸能、雑業など 

       住む場所や職業を制限、服装を規制 ⇒ 差別意識が強まった 

 渋染一揆  岡山藩の倹約令  身分制度の廃止（解放令） 部落改善運動 

島崎藤村「破戒」 全国水平社創設大会  全国水平社青年同盟  山田少年 

現代社会に残る差別  全国水平社宣言  同和対策審議会答申  みんなの命耀くために 

      

     小学生に比べると専門的な知識も増え、客観的に自己の言動について振り返ることができます。友だ

ちの言動や集団の力に影響を受けやすく、正しい判断はできても周りの目を気にしすぎて、思う通りの

行動がとれずに、思い悩む子どもがいます。小学生と同様に、近年はインターネットや LINE、SNSが急

速に普及する中で、友だち同士の関係もどこか形式的で、心の底から仲間と語り合う場面も少なくなり、

安心できる友人関係を構築できずにいる生徒が多くなってきています。部落問題学習については、小学

校での学習の上に、より専門的な知識を学び理解も深まっていくものの、日常の差別事象と関連づけて

考え、望ましい言動につなげるまでには至っていない状況といえます。 
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   ２０１８年度、２０２２年度に津久見市の中学生３年生を対象にした調査によると、下記のような結果が

出ました。 

Ｎｏ 質問項目 選択肢 １８年度 ２２年度 増減 

（１） 

 

これまでの学校の学習

で、「部落差別に関する問

題（同和問題）」について

学びましたか 

かなり学んだ ３８％ ５６％ １８Ｐ 

少しは学んだ ４６％ ４２％ ▼ ４Ｐ 

全く学んでいない ３％ １％ ２Ｐ 

わからない １３％ ２％ ▼１１Ｐ 

（２） 「部落差別に関する問題

（同和問題）」につい

て、初めて知ったのはど

ういうきっかけからです

か 

学校の授業 ６９％ ８６％  １７Ｐ 

家族、友だち、知り合い ７％ ６％ ▼ １Ｐ 

マスメディア等 １２％ ６％ ▼ ６Ｐ 

きっかけはない、その

他 

１２％ ２％ ▼１０ｐ 

（３） 今でも被差別部落の人に

対して、差別意識を持っ

た人がいると思いますか 

もういない ４％ ６％   ２Ｐ 

中にはいる ５２％ ６７％  １５Ｐ 

まだ多い ８％ ９％   １Ｐ 

わからない ３６％ １９％ ▼１７Ｐ 

（４） 部落差別はなくせると思

いますか 

完全になくすことがで

きる 

１４％ １４％   

かなりなくすことがで

きる 

４２％ ３６％ ▼ ６Ｐ 

なくすことは難しい ２３％ ３５％  １２Ｐ 

わからない ２１％ １５％ ▼ ６Ｐ 

（５） これまでの学習で「水平

社宣言」について学びま

したか 

 

学んだことを覚えてい

る 

５１％ ４４％ ▼ ７Ｐ 

学んだがよく覚えてい

ない 

２１％ ２０％ ▼ １Ｐ 

学んだかどうか覚えて

いない 

１９％ ２６％   ７Ｐ 

学んでいない ５％ ９％   ４Ｐ 

 

     ２０２２年度の調査については、２０１８年度からの推移を確認することができました。「部落差別

に関する問題」について学んだと答える生徒は増加している一方で、「水平社宣言」について覚えている

生徒は減少しています。小学校６年生の社会科で学習する内容ですが、その後の人権学習・部落差別解

消推進教育の中で繰り返し学び、定着を図っていく必要性があることが明らかです。同じように、学ん

だ内容を生涯にわたって知識として活用し、正しい理解と行動の深長を目指していくべき課題であるこ

とを再認識しました。 

     教育課程では、小中学校９年間を見越して教材の配置などを行っており、各学年の発達段階に応じて

学習を重ね、正しい理解と行動を定着させることができるよう位置付けています。児童・生徒の実態に

合わせて、学習を深めていけるよう努めなければなりません。 
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〇津久見市民の実態 

    ２０１６年度に実施した「人権に関する市民意識調査」によると、下記のような結果がでました。 

（１） あなたは日本の社会に部落問題（同和問題）という人権問題があることを知っていますか 

・知っている  ８８％    ・知らない  １０％   ・不明 ２％ 

 

（２） 部落問題（同和問題）を知ったのはいつですか 

・小学生 ３７％  ・中学生 ２２％  ・高校生 １０％  ・大学生 ４％ 

・社会人 ２０％  ・覚えていない ６％  ・その他、不明 １％ 

 

（３） 知ったのはどのようなきっかけからですか 

・学校教育 ５６％  ・家族 １１％  ・職場、知人等 １３％  

・啓発活動  ９％  ・自然に ７％  ・その他、不明  ４％ 

 

（４） 子もが被差別部落（同和地区）の人と結婚する場合の行動について 

・子どもの意志を尊重 ７０％  ・反対だがやむを得ない １７％ 

・絶対に反対      ４％  ・その他、不明      ９％ 

 

（５） 会社で採用する場合の対応について 

・関係なく採用する  ８４％  ・断りたいが採用する   ３％ 

・なんとか断る     ２％  ・その他、不明     １１％ 

 

     本調査の対象は、２０１５年 7月 1日現在、津久見市住民基本台帳に登録されている２０歳以上の市

民から、１、２００名を無作為に抽出したものです。部落問題という人権問題に対しては、知っている 

    人が８８％を占めるものの、部落問題の歴史に関する認識は半数以下で低く、部落問題が現在もなお残

されてきた原因に対する認識もあまくなっています。学校教育の中で行われる人権・部落差別解消推進

教育については、差別をなくすよい教育だとの認識を持っている人が多く、人権・部落差別解消推進教

育について学びたいと考えている人の割合も６０％を超えています。 

     さらに、第２次津久見市人権教育・啓発基本計画の中にある、「人権・同和教育のための津久見市が取

り組むべきこと」として、参加型啓発活動や・講演会・セミナー等を望む声が、前回の調査よりも 

１１．３ポイント増えていることから、参加型の学習機会を望んでいることが分かります。 

 

   〇教職員の実態 

     大量退職、大量採用の中、かつて同和教育推進教員として各地域で活躍していた教員が退職し、推進

教員を核として、地域と密着した部落差別に対する教育が組織的に行われてきた時代から、部落問題（同

和問題）、部落差別の実態についてあまり知らない教員が多く採用される時代へと大きく様変わりして

きました。様々な教育課題が山積する昨今の教育現場において、教科指導・生徒指導のノウハウを持っ

た教員が現場から姿を消している現状を鑑みれば、新しく若い力が台頭してきているものの、総合的な

教育力は大きく低下してきているといっても過言ではありません。 

     人権・部落差別解消推進教育においても、その傾向は顕著で、管理職会議の中でも、「部落問題に関心

が低い若手教員や部落の歴史についての理解に乏しい教員が増えている」実態があることが話題にあが
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ることがしばしばです。今後は、若手教員を対象とした研修会の実施やフィールドワークで現地見学を

行うなど、さまざまな機会を与え、部落差別に関する認識を深め、日々の実践につなげていきたいと考

えています。 

  

２．教育委員会の取組 

   ○人権・部落差別解消推進教育研修会を計画的に実施するとともに、その充実を図る。 

◆人権教育担当者会３回 

◆管理職研修１回 

◆人権・部落差別解消推進教育研究会夏期講演会１回 

◆人権・部落差別解消推進教育研究会研究大会１回 

○部落問題学習・人権学習に必要な書籍・ＤＶＤの購入を進める。 

○津久見市スキルアップ研修において、人権・部落差別解消推進教育について市教委として講義を行

い、人権・部落差別解消推進教育の実践力の向上を図る。 

○校長会議・教頭会議・人権教育担当者会議において、「部落差別解消推進法」は部落問題学習の充実・ 

徹底を図らなければならない根拠法であるという視点に立ち、今後の取組の推進を指導していく。特に、

「『部落差別解消法』より学ぶ」・「『人権教育の指導方法等の在り方について』［第三次とりまとめ］概要

版」の効果的な活用を図る。 

○「部落問題学習」を組織的に実践していくとともに、各校内での研修会の充実を図る。 

   ○「社会教育基本方針」を策定し、生涯学習課を中心とした社会教育での取組の充実を図る。 

    ◆推進体制の充実 

    ◆部落差別の解消に向けた職員研修の充実 

    ◆部落差別の解消に向けた学びの充実 

    ◆部落差別の解消のための啓発の充実 

    ◆地域の実態に応じた取組の充実 

     ※別添資料 参照 

 

３．市人権・部落差別解消推進教育研究会の取組  

（第４３回 津久見市人権・部落差別解消推進教育研究会定期大会議案書より抜粋 ２０２２） 

〇重点課題 

（１）各校で子どもや保護者の抱えている現実を明らかにし、共通理解を進める。 

（２）幼保・小・中・高へ進路学力保障をめざした中学校区の取組を進める。 

（３）特別支援教育についての研修をすすめ、なかまづくりに反映させる。 

（４）行政や地域の関係団体との連携を深め、人権のまちづくりの一役を担う。 

 

〇研究課題 

（１） 固定的な差別意識から解放される教職員研修と共通理解 

①部落差別解消推進教育にみんなで取り組むための共通理解 

（２）人権確立をめざす教育の創造 

    ①部落問題学習 

    ②いのちとくらし 
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    ③ともに生き、ともに育つ教育を 

    ④新しい授業づくりを進める取組 

（３）人権確立の主体者をつくる自主活動 

    ①子ども集団の差別構造を解くこと 

    ②子どもたちの要求を組織すること 

（４）子どもたちの未来を確かなものする進路・学力保障 

    ①生きる力としての学力保障と授業・学校改革を 

    ②すべての子どもたちの教育を受ける権利の確立を 

③「統一応募用紙」の趣旨徹底を 

（５）地域とともに人権確立をめざす活動を 

    ①ＰＴＡを基盤とした啓発活動の発展を 

 

〇人権学習年間配当計画の作成 

     各学校は教育課程で「人権学習の年間配当計画」を定めているものの、市として統一の取組ができて 

いない状況があり、市人同研が中心となって、下記のとおり共通の年間配当計画を作成しました。各学 

校は下記の教材を参考にしながら、各学校・学級の実態に即した実践を行うことができます。 

 

■人権学習年間配当計画   

【小学校】           

 

仲間づくり 仕事・労働 部落問題学習 
「障害」者 

差別 
人種・民族差

別 

女性差別 
（男女共同参

画） 

１
年 

ひとつしかな
いボール（ひ・
人） 

おとうさんの
しごと（ひ） 

くまくんは一
人ぼっち  か
ぼちゃとメロ
ン（実） 

や っ ち ゃ ん
（な） 

 おとこ 
・おんな 

（せ・人） 

２
年 

あだな（せ） 
つらいことあ
るねんな（せ） 

お と う さ ん
（せ） 

ぬすまれたた
まご（実） 

あ っ そ う か
（せ） 

かみさまのく
つ（せ） 

かんけりしよ
う（せ） 

３
年 

ぼくだけどうし
てけるの（ひ） 

おかあさんのし
ごと（に・せ） 

クレヨンはぬす
んだんじゃねえ 
 （に・な） 

おじいさんの
車イス（し） 

さとしくんのは
っけん     
（せ・な・人） 

ど う し よ う
（せ） 
男が先ちだれが
きめたん（人） 

４
年 

いっぺんどな
ったろか （ひ・
な・に） 
心の答え合わ
せ（新せ） 

いつもありが
とう（新せ） 

おかあさんの
メモ（に） 

ぼくだけのル
ールはいらな
い（し） 

わかってくれる
かな（新せ） 

じゅん子のなか
ま(新せ） 

５
年 

なかまをもと
めて（に・せ） 

職人の技 
（新せ） 

人がつながる
町(新せ) 
ふみきり向こ
う（実） 

みえないって
ど ん な こ と
（新せ） 

わたしの町の
いろんな人（新
せ） 

家庭科の歴史
（せ） 
十年後にわかる
（せ） 

６
年 

なかまだった
のか（に・せ・
人） 

人 間 の 歴 史
（せ） 
おじいさんの
太鼓づくり（し
２） 

ベロ出しチョ
ンマ （ひ・人） 
水 の し ず め に
（に）伝えたいた
だ 一 つ の こ と 
知ってもらいた
いこと（実） 

宙 に 消 え た
「 あ り が と
う」（な） 

朝鮮民族の姓
名と創氏改名
（せ） 

ズ ボ ン と 女
（せ） 
「 三 従 の 教
え」を考える
（せ） 
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【中学校】 

 

 
仲間づくり 仕事・労働 部落問題学習 

「障害」者差
別 

人種・民族差
別 

女性差別 
（男女共同参画） 

１
年 

山 本 君 の 訴 え
（ひ・人） 
とんな班をつく
るか（せ） 
松葉杖心中事件
（自） 

う ち の 仕 事
（わ） 
ダンプのおじ
さん（自） 
 
宅配便（ぬ） 

菜の花（ひ） 
狭山事件のあ
らまし（実） 

校則違反（ひ） 
松葉杖心中事
件（自） 

 おばあちゃん
の病気（せ） 

２
年 

恭子の話（せ） 
今、言わなけれ
ば（ぬ） 
班は灯 

心のたたかい（わ） 
この手ひとつで生
きてきた（ぬ） 
 
屋根の上から見た
夕日（ぬ） 

西光万吉と水平社
（ひ・に） 
別府的が浜事件
（ひ・人） 
オールロマンス事
件（ひ・人） 

わたしたち甘
えてなんかい
ません（き） 
松葉杖心中事件
（自） 

今までの私今
からの私 

女がいい ?男が
いい? 

３
年 

ミナコ逃げる
な（に・な） 
けん二の闘い
（自）  
松葉杖心中事
件（自） 

お父ちゃんあ
りがとう（ぬ） 
 
 

教科書がほしい
（に） 
無紋渋染め  
娘の遺してくれた
もの（テ）  
きっと笑って会え
る日を（せ・人） 

仕事ばよこせ人
間として生きる
道ばつくれ（き） 
けん二の闘い
（自） 

本名で生きるこ
との意味 
アンニョンハシ
ムニカチョンス
ングンです(き) 

仕事ってキラ
キ ラ し て る
（せ） 

 

〇取り組みたい教材提示 

 仲間づくり 部落問題学習 「障害」者差別 人種・民族差別 

小 6  おれたちに口はねえだに（に・な）   

 

中 1   「障害」者と人権（に） 

 

 

中２ 母の死とその後

（旧き） 

人の世に熱と光を（に） 

人間に光あれ（な） 

 本名で生きることの意味

（な） 

朝鮮と日本のかかわり（に） 

 

中３ 私たちの学級（旧

き） 

渋染一揆（旧き） 

高松地裁差別事件（に） 

部落の歴史と解放運動（に） 

部落の歴史と解放への歩み（な） 

被差別部落の歴史と解放運動（か） 

部落の歴史２２～２６（人） 

 

 ぼくも言わねば（旧き） 

 

＊教材出典一覧とその記号 

にんげん・解放教育研究所⇒(に)  なかま・奈良県同教編⇒(な)  せいかつ・明治図書編⇒(せ)        

ひかり・大分県同教編⇒(ひ)  きずな・熊本県同教編⇒(き)  かいほう・高知県同教編⇒(か) 

人権学習資料･県教委編⇒(人)   ぬくもり・福岡市人権読本編集会議⇒（ぬ）  市同研実践資料集⇒（実） 

しんけんにじんけん⇒(し)  わたし語らい響き合い⇒（わ）  にんげん(2007 年度版) ⇒(新に) 

部落史をどう考えるか(かいほう)より作成した二中の自主教材など各校ごとの教材 ⇒(自) 

同和問題テキスト･県教委編⇒(ﾃ)  

 （改定前〈92年度時点〉の本より選定した教材には〈旧〉の字をつけている 
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４．各小中学校の取組 

〇人権・部落差別解消推進教育全体計画の作成 ⇒ 研修のテーマを設定し全教職員で取り組む。 

 ◆部落差別を解消する実践力を持った児童生徒の育成 

 ◆部落差別を解消し、人権教育を推進する教職員集団の育成 

 

〇人権・部落差別解消推進教育年間計画の作成 ⇒ 年間学習配当表の作成と実施 

 ◆市人権・部落差別解消推進教育研究会作成の年間配当計画を参考に作成 

◆幼保・小・中の連携 

 

〇人権ＰＴＡの開催       ⇒ 親子人権学習や親子で考える懇談会の実施。 

    ◆１２月を人権ＰＴＡと位置づけ、親子で学ぶ人権学習の実践 
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第３章 啓発の推進 

１． 家庭への啓発 

〇人権啓発研修会の実施 

 ◆年間４回の人権啓発研修会の実施 

（目的）人権問題に対する正しい認識を深め、身の回りの差別や部落差別問題など、人権に対する意識

を高め、これを自分の問題としてとらえ、共に研修することにより、人権や差別に対する感性

を磨き、生き方の変革を図る中で、人権を大事にしあう家庭や地域づくりを目指す。 

（主催）津久見市教育委員会（生涯学習課） 共催：市連Ｐ 

(開催会場) 津久見市民会館（会議室） 

（参 加 者） ４０名程度 

    ◇ 保・幼・小・中・高校の保護者の方々 

◇ 参加を希望される市民の方々（市報５月号にて周知） 

 (日程) 実施月（例年）６月・９月・１１月・１月（全て木曜日・年４回） 

受付  ９：４５～１０：００ 

研修会１０：００～１１：５０（１時間５０分） 

閉会 １１：５０（アンケート提出） 

（研修内容） 

部落問題（同和問題）、女性の人権、子どもの人権、高齢者の人権問題、障がい者の人権問題、外国

人の人権問題、医療をめぐる人権問題、個人情報と人権、インターネットと人権、犯罪被害者やその家

族の人権問題、セクシャル・マイノリティ（性的少数者）の人権問題、その他の人権問題 

の中から、毎回研修後に提出してもらうアンケートの意見、結果を参考にして、参加者の要望が多か

った研修課題を検討し、年度当初には決定する。 

また、研修中または研修後に、「部落差別解消推進法」について資料等を用いながら説明し、周知を

行っている。 

★令和元年度の全４回のアンケートによる「今後の開催希望タイトル」の集計で 

・子ども関係 61   ・インターネット関係 45   ・障がい者関係 31 

・女性関係 26    ・医療関係（薬害・ハンセン病など） 21  の順で 

希望が多くあった。 

（講師）外部講師としては、主に、県を通じて、県人権問題講師団からの講師を依頼。また、社会教育指

導員自ら講師を務めることもある。 

 

（アンケート）研修会の内容に係る設問の他、令和元年度からは部落差別問題に関する参加者の意識を調

査する設問も設けている。 

 

◇令和元年度の設問例 

➡平成２８年１２月に、「部落差別解消の推進に関する法律」が公布・施行されたことを 

知っていますか。次から選んで○をつけてください。 

・知っている 10％ ・詳しくは知らないが、聞いたことがある 29% ・知らない 61% 
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➡部落差別に関して、人権上問題があると思うことは何ですか。次から選んで２つまで○を 

してください。 

・結婚時の反対 54% ・就職時の不利な扱い 53% ・差別的な言動 37% ・身元調査 18% 

・インターネットでの差別的な掲示 14% ・特にない 5% ・その他 0% 

 

➡子どもたちが学校で、人権・同和教育について学習していることを知っていますか。 

次から選んで○をつけてください。 

・知っている 36% ・詳しくは知らないが、聞いたことがある 50% ・知らない 14% 

 

➡子どもたちが学校で人権・同和教育を受けるときに使う教材を見たことがありますか。 

次から選んで○をつけてください。 

・見たことがある 20% ・見たことがない 80% 

 

➡子どもが被差別地区の人と結婚したいと相談してきた場合、どうしますか。 

次から選んで○をつけてください。 

・子どもの意見を尊重する 87% ・個人的には反対だがやむをえない 6% 

・絶対に反対する 0% ・その他 8% 

 

 ◆各種講演会への保護者の参加 

  ①津久見市人権・部落差別解消推進教育研究会の「夏期講演会」への参加 

  ②津久見市人権研修会への参加 

  ③津久見市人権フォーラムへの参加 

 

〇各校ＰＴＡ人権研修会の実施 

 ◆ＰＴＡの専門部（研修部等）と連携した人権研修会の実施 

 ◆ＰＴＡの専門部（研修部等）と連携した学級懇談でのテーマ学習 

〇広報誌等による啓発活動の推進 

 ◆市人権・部落差別解消推進教育広報誌（コネクション）の発行 

 ◆各単Ｐの広報誌発行 

 ◆市教育委員会の広報誌発行 

市報「つくみ」に毎月、じんけんふれあいシリーズを掲載。 

※５月号のみ憲法記念日特集として、別に１ページに「日本国憲法１４条の理念」 

「人権教育・啓発研修会」「差別をなくす人権標語募集」の３点を掲載。 

※じんけんふれあいシリーズは、人権教育・啓発研修会と同様に 

部落問題（同和問題）、女性の人権、子どもの人権、高齢者の人権問題、障がい者の人権問題、外国

人の人権問題、医療をめぐる人権問題、個人情報と人権、インターネットと人権、犯罪被害者やその家

族の人権問題、セクシャル・マイノリティ（性的少数者）の人権問題、その他の人権問題 

の中から、アンケートの意見、結果を参考にして、参加者の要望が多かった課題を掲載する。 
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 ◆市人権標語への作品応募 

  （目的）市民の皆さんに人権について考えていただく機会とするため。 

（主催）津久見市教育委員会（生涯学習課）  

（募集期間）一般 市報「つくみ」５月号に募集掲載。締切は９月末。 

小・中・高 別途学校に案内 

(応募資格) 一般 市民の方どなたでも 

（応募方法）一般 はがき・封書またはＦＡＸで、標語、住所・氏名、年齢、電話番号を記入 

     ※自作で未発表に限る。一人何点でも。人権の大切さを伝える思いがあふれているものであれば、

「五・七・五」の形式にこだわる必要なし。 

（応募区分）４分野 

① 小学校低学年の部（１～３年生） 

② 小学校高学年の部（４～６年生） 

③ 中学生の部 

④ 高校生一般の部 

※入選した標語は、ステッカー等に掲載。ステッカーは市内の学校や各地区、事業所、企業、施設等

に配布し掲示していただく。また、表彰は津久見市人権フォーラムの際に実施（入賞者に賞状と記

念品贈呈）。 

 

２. 地域への啓発  

○「津愛大学」（高齢者学級）での人権学習会 

 ➡ 年に１回程度、人権に関する講演会を実施。 

 

○まちづくり出前講座 

市政や暮らしのことなど、市民が「知りたい・聞きたい」テーマについて市職員等が講師となって 

    お話する事業。人権教育に関するテーマも設けている。市内に在住・在勤・在学する小学生以上の方で、

１０名以上で構成された団体が対象。 
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 資 料  

 

部落差別の解消の推進に関する法律 

（目的） 

第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の

変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部

落差別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別

の解消に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充実

等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現することを目的と

する。 

 

（基本理念） 

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として

尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に対する国民一人一人の理解を深める

よう努めることにより、部落差別のない社会を実現することを旨として、行われなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、地方公共団体が講ず

る部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、指導及び助言を行う責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、国

及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。 

 

（相談体制の充実） 

第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、 

部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。 

 

（教育及び啓発） 

第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別を解消するため、必

要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。 

 

（部落差別の実態に係る調査） 

第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を得て、部落差別の実態に

係る調査を行うものとする。 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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津久見市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消の 

推進及び人権の擁護に関する条例 

 

(平成 11年 9月 24日条例第 19号) 

改正 平成 31年 3月 20日条例第 8号 

(目的) 

第 1条 この条例は、全ての国民に基本的人権の享有を保障し、法の下の平等を定める日本国憲法、自由及び平

等を定める世界人権宣言、部落差別のない社会の実現を目指す部落差別の解消の推進に関する法律(平成 28年

法律第 109 号)等の基本理念にのっとり、市及び市民の責務等に関し必要な事項を定めることにより、部落差

別をはじめあらゆる差別の解消の推進及び人権の擁護を図り、もって平和な明るい地域社会の実現に寄与する

ことを目的とする。 

(市の責務) 

第 2条 市は、前条の目的を達成するため、第 4条に規定する施策の推進を図り、行政の全ての分野で市民の人

権意識の高揚及び人権の擁護に努めるものとする。 

(市民の責務) 

第 3条 市民は、相互に基本的人権を尊重し、部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消の推進及び人権の擁

護に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

(市の施策) 

第 4条 市は、部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消の推進及び人権の擁護を図るため、就労対策及び産

業の振興に関する必要な施策の推進に努めるものとする。 

(相談体制の充実) 

第 5条 市は、国及び県との適切な役割分担を踏まえ、部落差別をはじめとするあらゆる差別に関する相談に的

確に応じるため、相談体制の充実に努めるものとする。 

(実態調査) 

第 6条 市は、第 4条に規定する施策の策定及び推進に反映させるため、必要に応じ実態調査を行うものとする。 

(教育及び啓発) 

第 7条 市は、国及び県との適切な役割分担を踏まえ、部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消を推進する

ため、必要な教育及び啓発に努めるものとする。 

(委任) 

第 8条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 31年 3月 20日条例第 8号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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部落差別の問題（同和問題）の歴史と取組 

狭山事件 （1963年～） 

 １９６３年５月１日、埼玉県狭山市で女子高 0校生が行方不明になり、脅迫状がとどけられるという事件がお

きた。警察は身代金を取りにあらわれた犯人を取り逃がし、女子高校生は無残にも遺体となって発見された。 

 捜査にいきづまった警察は、付近の被差別部落に見込み捜査を集中し、石川一雄さん（当時２４歳）を別件逮

捕し、１カ月にわたり警察の留置場（代用監獄）で取り調べ、自白を強要した。 

 一審は死刑判決、二審は無期懲役判決で１９７７年に無期懲役判決が確定し、石川さんはただちに再審請求を

申し立てた。第一次再審請求はまったく事実調べもなく棄却。1986年８月、弁護団は第２次再審請求を東京高

裁に提出したが、1999 年７月に棄却、弁護団は特別抗告を申し立てた。一方、1994 年 12 月石川服役囚は

31年７ヵ月ぶりに仮出獄した。2005年３月、最高裁第一小法廷は第２次再審請求の特別抗告を棄却。2006

年５月、弁護団は東京高裁に第３次再審を請求した。2010年５月東京高裁、東京高等検察庁、弁護団と３者協

議が行われ、検察側は裁判所の証拠開示勧告を受けて、36点の新たな証拠を弁護団に開示した。さらに、2015

年１月第３次再審請求審で東京高等検察庁は事件当時の捜査によって得られた証拠品名の目録を含め、検察側が

保管するすべての物的証拠のリストを弁護団に開示した。 

 

義務教育教科書の無償（1962年～69年） 

高知市長浜地区の貧しい部落で、母親たちが学校の教師と学習会を行って憲法を学習している際に、憲法 26

条に「義務教育は、これを無償とする」とあることを学ぶ。 

権利意識にめざめた母親たちの闘争は、小・中学の教科書を無償にするよう内閣総理大臣や文部大臣あてに〈意

見書〉が提出された。国会でもさすがに大きな問題であるとして取り上げられ、文部省は 1963 年（昭和 38）

12 月に〈義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法津〉を成立させた。64 年から 69 年にかけて順

次枠を広げ、小・中学校全体が無償となった。 

 

部落地名総鑑事件（1975年）   

差別図書〈部落地名総鑑〉がダイレクトメールを使って販売されていることが明らかになった。〈部落地名総

鑑〉には、全国の部落の地名・所在地・戸数・主な職業などが記載され、１冊 5000円から５万円程度で販売さ

れた。購入者の大半は企業であり、日本を代表する大企業や役所の外郭団体も含まれており、購入動機は採用に

あたって部落出身者を調べるためでした。 

 この事件の反省を契機に企業での部落問題や人権問題の啓発・研修が広く行なわれるようになり、行政機関に

よる採用差別を防ぐための啓発、地方自治体での身元調査を規制した条例の制定など差別撤廃にむけた取り組み

が前進した。 

 

全国高等学校統一用紙（1973年～）〔全国共通の履歴書〕 

昭和 40年代の企業独自の社用紙に、本人の能力・適性に直接関係のない事項（家族の職業・学歴・家族構成・

本籍・宗教・購読新聞名・愛読書・動産・不動産・病歴等）の記述が見られ、生徒の公正な採用が保障されない

ばかりか、身元調査にもつながる辞事態も懸念された。 

このため 1973年（昭和 40）から、新規高等学校卒業者の採用・選考時における応募書類は、応募者の適性

と能力に基づいて行われるよう、文部省（当時）、労働省（当時）及び全国高等学校長協会の協議のもとに「全国

高等学校統一用紙」が定められ、事業主や関係者の理解と強力を得ながら使用の徹底が図られてきた。 
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ネット上の部落差別 

 「部落差別解消推進法」（2016 年 12 月施行）が成立・施行した背景の一つに、インターネット上での部落

差別の深刻化があります。同法第１条には「情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じている」

として、国会での法案審議でも、何度もネット上での部落差別の現実が指摘されました。  

 今、インターネット上ではネット版「部落地名総鑑」が公開され、被差別部落（以下、部落）に対するデマや

偏見、差別的情報が圧倒的な量で発信され、氾濫しています。「無知・無理解」な人ほど、そうした偏見を内面化

し、差別的情報を学び、拡散する傾向にあります。  

 インターネットの普及は、私たちの情報手段を大きく変えました。今、何かを調べる、情報を得るという時、

書物でなくネット検索が中心となりました。また個人がネットを通じて世界中の人達にメッセージを主張するこ

とができるようになりました。  

 一方、情報発信者が組織から個人へ変化してくなかで、ネット上では情報の「質の低下」という問題も生じて

きています。フェイクニュースをはじめ、デマや偏見に基づく差別情報やヘイトスピーチ、悪質な差別動画など

も無規制なまま投稿され続けています。 

 しかも、ネットの「拡散力」と「蓄積」という機能が、差別意識をものすごいスピードで醸成していく役割も

果たしています。ネット上では偏見やデマ、差別を扇動する情報も、伝聞や書籍とは比べものにならないスピー

ドで何千人、何万人に拡散していきます。そして、それらの情報は削除されず、ネット上に「蓄積」され続けて

いきます。たった一部の人間でも、大量のデマや差別的情報を投稿し続けることで、「世の中の多く人はそう思っ

ている」というような印象操作が行われます。「デマ（嘘）も百回言えば、ほんと」という状況が、ネット上では

容易に生み出されています。 

 

 

大分県での主な事件 

別府的ヶ浜焼打ち事件（1922年） 

警察が的ヶ浜の集落を焼き討ちした事件。別府市的ヶ浜集落には、被差別部落住民、山窩やハンセン病患者が混

在して住み、いわゆるスラムが形成されていた。 

赤十字の総裁閑院宮載仁親王（皇族）が公務のため日豊線を利用することになり、公安による同地に共産主義セ

クトが集結し武器の集積や在郷軍人やセクトによる謀議が行われているとの内偵により、警備・風紀上問題のあ

るサンカ小屋を取り払うという名目で地元警察隊により実施された。 

 

 

県南事件（1977年）  

同和対策事業の法期限切れを 1 年半後に控え、県南各市町村の役所に部落解放同盟を名乗る人々が押しかけ

約３０項目の要求について首長と交渉をした事件。 

津久見市でも津久見支部の支部長が住民登録をして、同日「要求書」を提出（３千万円の要求。密室交渉。）市

長の専決処分が津久見市議会で否決。住民が「津久見市を守る会」を結成した。 

部落解放同盟大分県連合会の役員が、この津久見支部を訪れ「ここに集まっている２０人の中で本当の部落出

身者は、手をあげてみろ」と言ったところ誰一人手をあげる者はいなかった。不当に得た資金は返還手続きがさ

れたが、この事件後、津久見市での同和教育・啓発の取り巻く環境が厳しくなってしまった。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%88%A5%E5%BA%9C%E5%B8%82
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B5%E3%83%B3%E3%82%AB_(%E6%B0%91%E4%BF%97%E5%AD%A6)
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B5%A4%E5%8D%81%E5%AD%97
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%96%91%E9%99%A2%E5%AE%AE%E8%BC%89%E4%BB%81%E8%A6%AA%E7%8E%8B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E8%B1%8A%E7%B7%9A
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部落差別の解消の推進に関する社会教育基本方針 
津久見市教育委員会 生涯学習課 

 
２０１６(平成２８年)１２月に「部落差別の解消の推進に関する法律」（以下、「法」という。）が施行されまし

た。この法律は、部落差別の名称を冠した初めての法律であり、現在もなお部落差別が存在することやその解消

が重要な課題であること、解消に関して必要な教育及び啓発を行うことなどが明記されており、部落差別の解消

を推進し、部落差別のない社会を実現することを目的としています。 

現在、市内の社会教育における人権教育の取組としては、人権を大事にしあう子育てのあり方や家庭・地域づ

くりのあり方を考え、実践していこうとする意欲づくりを図るため、幼稚園・保育園・小中学校・高等学校の保

護者及び参加を希望される市民の方を対象に、年４回の研修会や市報「つくみ」に人権・部落差別についての啓

発欄を設け毎月掲載し、市民への教育・啓発活動なども行っています。 

また、「法」第一条にある現在もなお部落差別が存在すること、情報化の進展に伴って部落に関する新たな差別

状況が生じ、これまでの部落差別に限らず、インターネット上に個人の名誉やプライバシーを侵害する書き込み

がなされたり、部落差別に対する誤った認識や差別を助長する表現の記載が増加し、インターネットによる人権

侵害による被害はより一層深刻になっています。 

このような状況を考えると、社会教育において、正しい知識と人権感覚をもち、差別をなくしていこうとする

市民の育成が急務となります。 

そこで、津久見市教育委員会生涯学習課は、「法」の趣旨を踏まえ、部落差別の解消をはじめとした人権教育を

推進するため、部落差別の解消の推進に関する社会教育基本方針を策定します。 

 

社会教育基本方針 

１ 推進体制の充実 

（１） 大分県社会人権教育・部落差別解消推進協議会等と連携を強め、市内の社会教育における部落差別の解

消をはじめとした取組の推進を図ります。 

（２） 各地区における社会人権教育・部落差別解消推進組織の構築・拡充と活動の充実に努めます。 

 

２ 部落差別の解消に向けた職員研修の充実 

（１） 部落差別の解消に向けた職員研修を年間の研修計画の中に位置づけ、関係課と連携 

し、研修を実施します。 

（２） 部落差別の解消に関する深い理解と正しい認識をもち、熱意と実践力のある職員の育成に努めます。 

 

３ 部落差別の解消に向けた学びの充実 

（１） 公民館等の社会教育施設で実施される人権学習講座等において、部落差別についての認識を深める学び

の機会の拡充を図ります。 

（２） 自治会や行政区ごとに行われる集会等において、部落差別に関する認識を深めるための学習を実施し、よ

り多くの市民に学びの機会の提供に努めます。 

（３） 地域で活動している社会教育関係団体や自主的に活動しているサークル等において、部落差別に関する

認識を深めるための学習を実施し、地域のリーダーとして活動できる人材育成に努めます。 

（４） 企業などに向けて部落差別に関する認識を深めるための講師派遣事業に積極的に取り組みます。 
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４ 部落差別の解消のための啓発の充実 

（１） 市民が部落差別の解消を自分の問題として捉えることができるよう効果的・計画的な実施に努めます。 

（２） 部落差別の解消に向けた取組をより効果的に推進していくために、人権尊重の気運を高める取組の実施

に努めます。 

 

５ 地域の実態に応じた取組の充実 

（１） 市民の人権に対する意識について、研修後にアンケート調査を実施する等、地域の実態を的確に把握する

とともに、課題を明らかにし、部落差別の解消に向けた取組を推進します。 

（２）学校における部落問題学習の公開授業やＰＴＡ人権研修などを市民の学びの場として積極的に活用し、学

びを進めます。   

                         

 


